(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 生活福祉資金貸付事業推進事務費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：25,941千円（前年度予算額：25,452千円）
	事業内容


	１　事業の内容


生活福祉資金貸付事業（低所得世帯等に対し、資金の貸付け及び必要な指導援助を行うことにより、経済的自立と生活意欲の助長促進を図る）の実施に要する事務経費に対し、実施主体である県社会福祉協議会へ助成を行う。
	２　所要経費


　ア）年間所要経費
        人件費（職員２、嘱託２）22,752千円

        県社協事務費             3,381千円
        民生委員実費弁償        11,775千円

        市町村社協事務費         3,390千円

        債権強化事業推進費       1,046千円 
            　 計　　　　　　　 42,344千円　･･･　①

  イ）貸付利息等収入

      　貸付利子　　　　　　　   4,054千円

        預金利子（貸付原資）　  12,348千円

        事務費　　　　　             1千円 
　　　　　　　 計　　　　　　　 16,403千円　･･･　②
  支出（年間所要経費）と収入（貸付利子等収入）の差額（＝①－②）

＝ 42,344千円 － 16,403千円 ＝ 25,941 千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


○生活福祉資金貸付制度の沿革

　　・昭和30年　「世帯厚生資金貸付制度」創設

　　・平成2年　 「生活福祉資金」に名称変更

　　　　 ・平成12年　「更生資金、生活資金、身体障害者更生資金、住宅資金、修学資金、

療養資金、災害援護資金、福祉資金」に加えて「介護資金」を導入
    ・平成13年　「離職者支援資金」創設
　　・平成15年　「緊急小口資金」及び「長期生活支援資金」を創設

　　・平成19年　「要保護世帯向け長期生活支援資金」を創設

・平成21年　 制度の抜本的な見直しが行われ、「総合支援資金」の創設、連帯保証

人要件の緩和、貸付利子の引き下げを実施　

　○事務費に対する助成について
　　　貸付事務費については、従来、貸付金の利子、貸付原資の運用益（預金利子）等の収入により補われていたが、低金利による預金利子収入の減少により所要経費を賄うことが困難となったため、その不足分（支出と収入の差額）を助成している。
	３　これまでの取組に対する評価


　　低所得・障がい者・高齢者世帯に対し、資金の貸付けと民生委員や市町村社協による相談支援を行うことにより、その経済的自立及び生活意欲の助長を促している。
なお、平成21年10月に制度の抜本的な見直しが行われたことにより、新設の総合支援資金や緊急小口資金を中心に需要が伸び、貸付件数及び金額が大幅に増加している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	25,452
	12,726
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,726

	要求額
	25,941
	12,970
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,971

	決定額
	25,599
	12,799
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,800


